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研究要旨

【目的】介護保険の介護予防・日常生活支援総合事業のほか、市町村による単独事業、民

間企業等により提供される「生活支援等サービス」へのニーズは、今後の単身や夫婦のみ

で暮らす高齢者の増加により一層高まることが予想される。本研究では、同サービスに対

する家計支出について、世帯構成、要介護・要支援認定の有無、同居子の属性等に着目し

て分析することにより、将来のニーズを見通す手がかりを得ることを目的とする。

【方法】65 歳以上の高齢者がいる世帯のうち、特に生活支援等サービスのニーズが高いと

考えられる３つの世帯類型（単身世帯、夫婦世帯、単親と無配偶子からなる世帯）におけ

る生活支援等サービス（配食、家事代行料、タクシー代）及びそれらと代替的な関連支出

（調理食品、調理食品・外食以外の食料、自動車等関係費）について、「平成 26 年度全国

消費実態調査」の個票を用いて記述的分析を行った。

【結果】主な結果は以下の 3点である。 

・調理食品、外食、配食：単身世帯では男性の方が調理食品や配食支出が多く、夫婦世帯

では妻のみ認定ありの場合に調理食品と配食が、単親と無配偶子世帯で親が認定ありの

場合に息子と同居の方が調理食品、外食、配食支出は多かった。

・タクシー支出：単身世帯では男性より女性の方が多く、夫婦世帯では夫のみ認定ありの

場合に最も多かった。単親と無配偶子世帯で親が認定ありの場合に非就業の娘と同居世

帯で最も支出が多かった。

・家事代行料：夫婦世帯においては妻のみ認定ありで最も支出が多かった。また単親と無

配偶子世帯では娘と同居世帯の方が支出は多かった。

・以上から、生活支援等サービス及びその関連支出は、高齢者自身及び同居子の性別等の

属性に加えて、夫婦世帯においては夫妻のいずれが認定ありとなるかによって傾向が異

なることが確認された。

【考察】

・単身世帯の男性においては、調理食品と配食が多用されており、夫婦世帯及び単親と無

配偶子世帯では、認定ありの妻や母が調理を十分行えなくなった場合の代替として、夫

や息子が自ら調理をするよりも調理食品や配食等の外部サービスを多く利用する傾向が

確認された。配食を始めとする食に関わる生活支援等サービスの提供においては、世帯
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構成や要介護認定の有無等によって、世帯の食生活のあり方が大きく変化することをふ

まえ、低栄養にならないよう配慮したサービスの提供が求められている。 

・単身世帯におけるタクシー利用ニーズは女性のほうが高い傾向にある。夫婦世帯におけ

る利用ニーズは、夫妻のいずれが要介護・要支援となるかに依存する。高齢者の運転免

許保有率の男女差は大きく、男性が運転を担う世帯が多いことから、男性が要介護とな

った場合に妻がその役割を代替できず、多くがタクシー利用に至るものと考えられる。

市町村が実施するタクシー補助券事業においては、性別や認定有無による利用ニーズの

違いに配慮したサービス設計とすることも一案であろう。 

・家事代行は夫婦世帯において妻のみ認定ありの場合、単親と無配偶子世帯においては娘

が同居の場合に支出が最も大きく、これは妻や母が行っていた家事を外部の家事サービ

スにより代替しているためと考えられる。 

・生活支援サービス支出は、要介護認定となるまでのそれぞれの家庭内での役割と不可分

であり、その役割遂行が不可能となった場合の代替が生活支援等サービスのニーズとし

て支出に表れていると考えるべきであろう。性別役割分業の存在とそれに根ざした利用

ニーズがあることは無視できない事実であり、その上で生活支援の将来ニーズを見通す

には、世帯構成の変化のみならず、男女の役割分業が将来どう変わるかについても考慮

に入れる必要があるかもしれない。 

 

A．研究目的 

わが国の高齢者数がピークとなる 2040
年には、世帯主が 65 歳以上の世帯のうち４

割が単身世帯、３割が夫婦のみ世帯となる

見通しである（国立社会保障・人口問題研

究所 2018）。このような世帯構造の変化は、

同居・別居の家族がいることを前提とした

わが国の社会保障のあり方に多大な影響を

及ぼすと考えられ、中でも単身または夫婦

のみで暮らす要介護・要支援高齢者の生活

をどう支えるかが大きな課題となっている。

高齢者の身体介護は介護保険の導入により

社会化が進んだものの、訪問介護のうち掃

除、洗濯、調理等の生活支援は、原則とし

て本人又は家族が実施困難な場合に限り認

められてきたこともあり 1、今なお家族によ

ってその多くが担われている 2。今後、非

1 平成 12 年 3 月 17 日厚生労働省老計第 10 号。 
2 三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング（2018）
によれば、在宅要介護・要支援高齢者に対して、

同居又は別居の家族の７割が週１回以上介護を行

っており、家族介護者の７－８割が家事や送迎等

の生活支援を行っているのに対し、身体介護は概

ね２－３割の実施率であった。 

婚・無子化が進んだ世代が高齢期を迎える

と、家族による生活支援を全く得られない

高齢者が一層増えることが予想され、介護

保険がこうした生活支援ニーズを引き受け

るとすれば、財源及び介護人材のさらなる

逼迫が懸念される。そこで国は新たに 2014
年の介護保険法改正において地域生活支援

事業として介護予防・日常生活支援総合事

業（以下、総合事業と呼ぶ）を創設し、地

域の多様な担い手を活用して費用を効率化

しつつサービスの充実を図るとともに、要

介護・要支援の認定を問わずニーズのある

高齢者への支援を行うこととしたのである。 
一方、政府の介護給付費の将来見通し（内

閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省 2018）
においては、このような世帯構造の変化に

伴う生活支援のニーズ増加を十分織り込ん

だものとはなっていない。将来の生活支援

に係る給付の規模を推計するに際して、ま

ずは要介護・要支援の居宅高齢者がいる世

帯における「生活支援等サービス」の利用

が世帯構成によってどのように違うのか実

態を明らかにする必要があるだろう。 
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では、現状において「生活支援等サービ

ス」の利用はどの程度広がっているのか、

またその利用は世帯構成や要介護等の属性

によってどのように異なるのだろうか。公

的統計のうち唯一、配食及び外出支援の利

用有無を尋ねている「平成 28 年度国民生活

基礎調査」によれば、配食、外出支援サー

ビスの利用率はそれぞれ 6%、3%と多くは

なく、いずれのサービスも夫婦より単身世

帯の利用が多いとの結果が得られている 3。

しかしながら、同調査は各サービスの利用

有無を尋ねるのみで、利用回数や支出額に

ついては尋ねておらず、世帯構成や要介護

認定の有無による利用ニーズの差を分析す

るには十分なデータとはいえない。 
そこで本研究では「生活支援等サービス」

に係る支出データが得られる「平成 26 年度

全国消費実態調査」の個票を利用し、世帯

構成や要介護認定の有無等による同サービ

スとその関連支出の傾向について、記述的

分析より明らかにすることにより、今後の

ニーズを見通す手がかりを得ることを目的

とする。 
 

B．研究方法 

 

B.1 分析対象と使用費目 

 本研究における「生活支援等サービス」

とは、介護保険の総合事業として提供され

るサービスのほか、総合事業には位置づけ

られていない住民主体の地域の助け合い、

民間企業による市場のサービス、市町村の

単独事業等を含む（厚生労働省 2016）。そ

の上で、同サービスに対する家計支出のう

ち、平成 26 年度全国消費実態調査 4（以下、

3 介護保険及び保険外の全額自己負担を含む配食

サービスの利用率。配食サービスの利用率は単身

世帯 12%、夫婦世帯 6％、外出支援サービスは単

身世帯 5%、夫婦世帯は 4%である。 
4 統計法に基づき独立行政法人統計センターから

オンサイト利用による調査票情報の提供を受け分

析を行った。本分析結果は、筆者が独自に作成・

加工した結果に基づくものであり、総務省が作成

公表している統計とは異なっている。 

全消と呼ぶ）から把握可能なもの（外食う

ち配食 5、家事代行料、タクシー代 6）及び

生活支援等サービスと代替的な支出（外食、

調理食品、調理食品・外食以外の食料、自

動車等関係費。以下では「関連支出」と呼

ぶ。）を分析対象とする 7。 

今回の分析から除いた支出としては、次

の二つがある。第一に、介護保険の総合事

業として提供される介護予防訪問介護にお

いて実施される掃除、洗濯、調理、買い物

等の生活援助である。これらは全消におい

て、「その他の消費支出うち訪問介護・通所

サービス等費用」に介護保険により提供さ

れる身体介護等も一括で計上され、生活援

助のみ切り分けられないため、ここでは分

析の対象外とした。第二に、公共交通機関

（電車、バス代）である。これらは生活支

援等サービスとして実施される移送（外出）

サービスと代替的な「関連支出」の一つで

あり、高齢者の外出手段としてバスや電車

は多く利用されている（内閣府 2015）。し

かし、全消により世帯構成や認定有無別に

確認したところ、明らかな傾向が確認でき

なかったため、本分析では除いた。 

つぎに「生活支援等サービス」の全体像

を示したものが表１である。まず「社会保

障給付」は介護保険制度または市町村が独

自に実施する単独事業を含み、家計が制度

から受け取るサービス給付（表１の給付額）

である。もう一つは「その他」であり、介

護保険の限度額を超える利用又は保険外の

サービスから構成される。全消より把握す

る生活支援等サービスの項目には、「社会保

5 全消における正式な項目名は「宅配（弁当）」で

あるが、定義に照らし、本稿では「配食」と表記

する。定義は以下の通りである。「定期的に自宅に

配食される栄養バランスのとれた惣菜や弁当。（病

人食、介護食などを含む。）地方自治体が行う 高
齢者向け配食サービスによるものも含む。」 
6 内閣府（2015）によれば、3 割の高齢者が主な外

出手段としてタクシーを挙げており、要介護・要

支援認定ありの高齢者に限ると最多である（図１

参照）。 
7 ２人以上世帯（夫婦世帯、単親と無配偶子世帯）

については平成 26 年 9 月、10 月の 2 ヶ月の月平

均支出額、単身世帯は 10 月の１ヶ月分の支出デー

タを使用した。 
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障給付」と「その他」の両方に係る支出が

計上されている。 
表２は、生活支援等サービスとその関連

支出について、全消の対応する費目とその

定義を整理したものである。本研究では表

２のうち網掛けした支出項目を分析対象と

する。 
 

B.2 分析サンプル 

本研究では、65 歳以上の高齢者がいる世

帯のうち、特に「生活支援等サービス」の

ニーズが高いと考えられる 1 人または 2 人

からなる 3 つの世帯類型（①単身世帯、②

夫婦世帯、③単親と無配偶子１人からなる

世帯）を対象とする。表４は世帯類型別に

サンプル数と世帯員の年齢等の基本属性を

示している。 
なお、全消の 65 歳以上の世帯員がいる全

世帯に占める上記 3 類型の割合はそれぞれ

①11%②36%③7%の計 53%であり、約半数

の世帯をカバーしている。 
 また、単親と無配偶子世帯においては、

母親との同居が９割を占めるため、親の性

別（父親、母親）ごとの分析は見送ること

とした 8。 
 
（倫理面への配慮）該当なし 
 

C．研究成果 

3 つの世帯類型ごとの主な結果は以下の

通りである。 
 
C.1 単身世帯(表 4) 

【全世帯平均】 

・配食、家事代行、タクシーへの支出は、

男女ともに認定ありの方が多く、それら

と代替的な調理食品・外食以外の食料、

外食、自動車等関係費は、男女ともに認

定ありの方が少ない。 

・認定有無ともに、調理食品支出は男性の

8 単親と無配偶息子世帯の 85％、同娘世帯の 89％
が母親と同居している。親の認定有無別にみると、

認定なしの親と息子世帯の 88％、同娘世帯の 81％、

認定ありの親と息子世帯の 89％、同娘世帯の 89％
が母親と同居である。 

方が約 2,000 円多く、調理食品・外食以

外の食料は女性の方が約 2,000円多い。 

・男性の外食支出をみると、認定なしは認

定ありの半額である一方で、配食は認定

ありが認定なしの倍であり、認定有無に

よる差が大きい。 

【支出あり世帯に限定】 

・外食は男女ともに認定ありの方が支出あ

りの割合が少なく、配食は認定ありのほ

うが多くなっている。 

・認定ありのうち、配食への支出があった

世帯の割合は、男性 20.4%、女性 13.4%

であり男性の方が多い。 

・同タクシー支出は男性 28.6%、女性 45.0%

に対して、同自動車関係支出は男性 55.1%、 

女性 22.3%であり、男性は認定ありにお

いても自動車の利用は多く、タクシーへ

のニーズは女性の方が高い。 

 

C.2 夫婦世帯(表 5) 

【全世帯平均】 

・夫妻の認定有無による 4類型（(1)夫妻と

も認定あり(2)夫のみ認定あり(3)妻のみ

認定あり(4)夫妻とも認定なし）別にみる

と、調理食品、配食、タクシーへの支出

は（4）よりも(1)(2)(3)の方が大きい。 

・(2)夫のみ認定ありと（3）妻のみ認定あ

りの各支出を比較すると、調理食品、外

食、配食、家事代行、自動車等関係費に

おいては（3）の方が大きく、調理食品・

外食以外の食料、タクシーへの支出は（2）

の方が大きい。 

【支出あり世帯に限定】 

・上記 4 類型について、支出があった世帯

の割合をみると、配食は（2）2.2%、(3)6.5%、

（4）0.9%、タクシーは（1）46.2%、（2）

50.6%、（3）36.0%、（4）27.0%であり、配

食は（3）妻のみ認定あり、タクシーは（2）

夫のみ認定ありにおいて最も高い。 

このように夫妻のいずれが認定ありと

なるかによって、支出の傾向が異なる。 

 

C.3 単親と無配偶子世帯(表 6) 

【全世帯平均】 

・親が認定ありの場合、食の外部化支出（外
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食、配食、調理食品）と自動車等関係費

は息子と同居の方が多い。一方、食料、   

家事代行料、タクシー支出については、

娘と同居のほうが多い。 

・子の就業有無別でみると、息子・娘とも

に、自動車等関係費は就業のほうが多く、

タクシー代は非就業のほうが多い。 

【支出あり世帯に限定】 

・親認定ありの場合、タクシー支出あり世

帯の割合は、非就業の娘と同居の場合に

最も高く(37.8%)支出額も最大である

(3,962 円)。タクシー支出には親子双方

の支出が含まれており、必ずしも親の利

用とは限らないが、非就業の娘と同居世

帯で親の移動支援ニーズが高い可能性が

ある。 

 

D. 考察 

 

D.1 調理食品、外食、配食サービス 

 単身世帯においては、認定有無ともに、

調理食品支出は男性の方が多く、調理食

品・外食以外の食料は女性の方が多かった。

また、男性の外食及び配食支出は認定有無

による差が大きく、配食への支出ありの割

合は男性の方が高かった。以上の結果から、

女性は認定ありであっても自ら食材を購入

して調理する傾向があるのに対し、男性は

認定有無にかかわらず調理食品を多く利用

し、認定ありの場合には外食に代わるサー

ビスとして配食へのニーズが高いことがう

かがえる。 

 一方、夫婦世帯においては、妻のみ認定

ありの場合に、調理食品と配食の支出（支

出ありに限定した場合）が他の類型より多

かった。高齢者夫婦の家事分担に関する先

行研究によれば、妻の健康状態が悪い場合

に健康な夫が食事の用意への参加が増える

との結果に合致する（岩井 2004）。これに

加えて、本研究から明らかになったことは、

要介護・要支援の妻が調理を十分行えなく

なった場合の代替として、夫が自ら調理を

担うのではなく、調理食品や配食等の外部

サービスが多く利用されていることである。 

その上で、政策含意としては、配食サー

ビスを始めとする食に関わる生活支援等サ

ービスを提供するに際しては、夫婦世帯に

おいては夫妻のいずれが要介護になるかに

よって食事に関わる支援ニーズが異なる点

に留意すべきである。特に妻が要介護とな

った場合に調理食品の利用が増えることに

よって、夫妻の栄養状態が悪化しないよう、

厚生労働省（2017）ほかでも指摘されてい

るように、調理食品の選択について助言を

行うなど専門職が関与すること、および栄

養バランスのとれた配食の提供が必要であ

ることが示唆された。 

さらに、単親と無配偶子世帯においては、

親が認定ありの場合に娘よりも息子と同居

のほうが調理食品、外食、配食のいずれも

多くなっていた。これは親（9 割は母親）

が調理できないことの代替として、息子自

身が行うのではなく、食の外部サービスが

選択される傾向にあることを意味する。以

上の結果から、配食等サービスの提供にお

いては、息子と同居で親が要介護となった

場合、特に食生活の変化に注意を払う必要

が示唆される。 

 

D.2 タクシ－代と自動車等関係費 

60歳以上の高齢者の主な外出手段を調査

した内閣府（2015）によれば、男性は自動

車、女性は公共交通機関の利用が多い傾向

が確認されている。また、要介護・要支援

認定者においては、タクシーが最多の手段

であり、自動車を主な手段とするのは 1 割

にすぎない。一方認定なしの高齢者の 6 割

は自動車、バス・電車も同割合で多いが、

タクシーも 3 割が主な手段としている。こ

のように認定有無を問わず高齢者の 3 割が

主要な手段としている背景としては、一部

の自治体において実施されている高齢者の

タクシー利用料金に対する補助事業により

利用が促進されていることが考えられる 9。 

本研究においても、単身世帯において、

男性の自動車等関係費支出ありの割合が約

9 九州運輸局（2016）による九州地域の市町村を

対象とした調査によれば、タクシー利活用施策を

実施している市町村は 15％（35 自治体）と少なく、

限られた自治体で実施されている事業である。 
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半数と高いことが確認され、また男女とも

に認定ありの方が自動車等関係費の支出あ

りの割合が少なく、タクシーへの支出あり

の割合が多くなっており、上記の先行研究

と同様の傾向が確認された。 

一方、本研究で新たに明らかになったの

は、まず、単身世帯では男性より女性の方

がタクシー支出ありの割合、支出額ともに

大きいという点であり、女性のほうが移動

支援サービスのニーズが高いと考えられる。 

また、夫婦世帯におけるタクシーへのニ

ーズは、夫妻のいずれが要介護・要支援と

なるかに依存する。高齢者の運転免許保有

率の男女差は大きく 10、男性が運転を担う

世帯が多いことから、男性が要介護となっ

た場合に妻がその役割を代替できず、タク

シー利用に至るものと考えられる。一方、

妻のみ認定ありの場合は、夫が引き続き運

転役割を担えるケースが多いと考えられる

ため、タクシー支出ありの世帯割合も 36％

にとどまっている。 

一部の市町村における高齢者のタクシー

利用への助成が主として単身世帯及び高齢

者のみの世帯を対象に実施されているが

（九州運輸局 2016）、高齢者夫婦世帯にお

いては、夫妻のいずれが要介護になるかに

より世帯のニーズは異なるとの結果をふま

えると、例えば 1 人につき年間補助チケッ

ト何枚まで等の一律の助成とするのではな

く、限られた資源をニーズが高い世帯に重

点的に配分することも一案となるかもしれ

ない。その一方で、通院や買い物のために

やむを得ず男性を中心に運転を続けざるを

得ない実情にも配慮が必要であり、移動サ

ービスの利用ニーズに対し、いかに公平に

支援を行っていくかは難しい問題である。 

 

D.3 家事代行料 

 家事代行料は介護保険の訪問介護サービ

スを除く保険外のサービスを計上するもの

10 内閣府『令和元年交通安全白書』 によれば、男

性の免許保有率は 65－69 歳で 9 割、70 歳代で 8
割、80 歳以上も 5 割であるのに対し、女性は 65-69
歳で 7 割、70 歳代で 4 割、80 歳以上は 1 割弱とな

っている。 

である。単身世帯計で家事代行支出ありの

割合は認定なし 3.2％に対し認定ありは

10.8％、同夫婦世帯は夫婦とも認定なし

3.1％に対し夫婦とも認定ありは 8.5%であ

り、認定の有無による差が大きい。一方、

支出あり世帯の平均支出でみると、単身世

帯計の認定なし（7,952 円）よりも認定あ

り（4,403 円）のほうが少ない。これは介

護保険の生活援助サービスの利用が可能と

なることにより、民間の全額自己負担によ

るサービス利用は減じたものと考えられる。

夫婦世帯の 4 類型のうち、大きい順に、妻

のみ認定あり（14,976 円）、夫妻とも認定

あり（13,198円）、夫婦とも認定なし（11,762

円）、夫のみ認定あり（6,584 円）となって

いる。妻のみ認定ありの支出が最も大きい

のは、妻が行っていた家事を夫ではなく外

部の家事サービスにより代替しているため

であり、夫のみ認定ありが最も少ないのは

健康状態の良い妻が家事を担っているため

外部サービスを必要としないためと考えら

れる。 

 

E．結論 

以上の分析から、生活支援サービスとそ

の関連支出について、世帯類型および世帯

員の認定の有無や性別等の属性による支出

の差異が確認された。特に夫婦世帯におい

ては夫婦のいずれが認定ありとなるか、ま

た単親と無配偶子世帯では息子と娘のいず

れと同居するかによってニーズが異なる可

能性が示唆された。 
単身世帯の男性においては、調理食品と

配食が多用されており、夫婦世帯及び単親

と無配偶子世帯では、認定ありの妻や母が

調理を十分行えなくなった場合の代替とし

て、夫や息子が自ら調理をするよりも調理

食品や配食等の外部サービスを多く利用す

る傾向が確認された。配食を始めとする食

に関わる生活支援等サービスの提供におい

ては、世帯構成や要介護認定の有無等によ

って、食生活のあり方が大きく変化するこ

とをふまえ、低栄養にならないよう配慮し

たサービスの提供が求められている。 
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また、単身世帯におけるタクシー利用ニ

ーズは女性のほうが高い傾向にある。夫婦

世帯における利用ニーズは、夫妻のいずれ

が要介護・要支援となるかに依存する。高

齢者の運転免許保有率の男女差は大きく、

男性が運転を担う世帯が多いことから、男

性が要介護となった場合に妻がその役割を

代替できず、多くがタクシー利用に至るも

のと考えられる。市町村が実施するタクシ

ー補助券事業においては、性別や認定有無

による利用ニーズの違いに配慮したサービ

ス設計とすることも一案であろう。 

生活支援サービス支出は、要介護認定と

なるまでのそれぞれの家庭内での役割と不

可分であり、その役割遂行が不可能となっ

た場合の代替が生活支援等サービスのニー

ズとして支出に表れていると考えられる。

分析結果の通り、性別役割分業の存在とそ

れに根ざした利用ニーズがあることは無視

できない事実であり、その上で生活支援の

将来ニーズを見通すには、世帯構成の変化

のみならず、男女の役割分業が将来どう変

わるかについても考慮に入れる必要がある

かもしれない。 

 最後に研究の限界を述べる。まず、分析

の解釈は一定の留保つきとして理解される

べきである。配食サービス支出は、世帯類

型によっては、サンプルが 10 前後の少ない

中での平均値も含まれている。このように、

配食サービスの利用がまだ少ない中で、全

消を用いた分析には限界がある。 
 加えて、全消を用いた分析の限界として、

要介護・要支援認定の有無のみを尋ねてお

り、要介護・要支援のランクについて不明

な点が挙げられる。要介護要支援のランク

によって生活支援のニーズも異なると考え

られるが、質問の制約により全消ではこれ

以上の分析が不可能である。 

 さらにいえば、全消は、要介護・要支援

高齢者のうち健康状態が良好な者にサンプ

ルが偏っている可能性にも留意を要する。

介護政策の評価や立案の基礎データとして、

回答負担の重い調査にいかに要介護・要支

援の高齢者から偏り無く回答を得て実態を

的確に把握するか、その方法の検討が求め

られるであろう。 
 今回の分析は介護予防・日常生活支援総

合事業への移行前の平成 26 年度時点のデ

ータを用いて生活支援等サービスへの支出

を確認したものである。同事業への移行に

よりサービス支出がどのように変化したの

か、またその変化は世帯構成によっても異

なるのか、移行前後の変化の検証が今後の

課題である。 
 

F．健康被害情報 該当なし 

G. 研究発表 該当なし 

H．知的所有権の出額・登録状況（予定もふ

くむ） 該当なし 
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表１ 高齢者向けの生活支援等サービス（社会保障給付、給付外）の全体像 
                                  （単位：千円） 

 

種別 項目 給付額（2017年度） 

社 会

保 障

給付 

介護保険 保険給付 

   

訪問介護 生活支援 786,942,951（内数） 

予防訪問介護 生活支援 27,167,524（内数） 

市町村特別給付 A.配食サービス 574,465 

B.移送サービス 230,470 

C.その他サービス 286,692 

地域支援事業費 う

ち介護予防・日常生

活支援総合事業費 

訪問介護 生活支援 225,938,815 (内数) 

 その他の生活支援 配食、見守り、

家事支援等 

地方単独

事業 

高齢者移動支援 （フリーパス助成等の移動支援） 56,203,081 

高齢者日常生活支援（配食、入浴、移送、買い物、除雪支

援等） 

16,342,853 

高齢者等の安否確認・見守り（独居高齢者安否確認・巡回

訪問等） 

3,124,553 

介護予防・地域支え合い事業（家族介護支援含む） 9,046,501 

そ の

他 

保険外の

サービス 

保険給付の上限を超える利用  － 

民間の家事・配食等のサービス  － 

 

（出所）介護保険は介護保険事業状況報告（年報）平成 29年度、地方単独事業は総務省「地方単独事業（ソ

フト）の『見える化』に関する検討会」報告書における「平成 29 年度決算調査」。同調査は試行調査であ

り 1 県 1 指定都市が未提出。 
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表２ 生活支援等サービス支出（●印）とその関連支出（〇印）※網掛けは本研究の対象 
 
10 大

支 出

項目 

  
内容（全消の収入項目分類表の定義） 

 
利用者一部負担 

 
全額自費 

食料 〇調理

食品 
工業的加工以外の一般的に家庭や飲食店で

行うような調理の全部又は一部を行った食

品。そのまま又は簡便な調理をして食用に供

されるもの。冷凍調理食品、レトルト食品及

び複数素材を調理したものを含める。 

 介護用レトル

ト食品、冷凍

食品など 

〇外食 原則として飲食店における飲食費。飲食店よ

り提供された出前、持ち帰りなどの飲食物も

外食に分類する。 

デイサービスの給食

費、通いの場所にお

ける会食費 

 

●配食

（外食

うち弁

当（宅

配）） 

定期的に自宅に配食される栄養バランスの

とれた惣菜や弁当。（病人食、介護食などを

含む。）地方自治体が行う 高齢者向け配食サ

ービスによるものも含む。 例：在宅配食サ

ービス、高齢者向け配食サービス 

市町村特別給付のう

ち配食サービス費、

介護予防・日常生活

支援総合事業費のう

ちその他の生活支援

として実施される配

食（及び見守り）サ

ービス 

上限を超える

サービス利用

料 

〇調理

食品・

外食以

外の食

料 

食料計－調理食品－外食として計算。  訪問介護の生

活支援として

買い物を行っ

た場合の食材

費。 
家

事・家

事 用

品 

●家事

代行料 
炊事、洗濯、室内・庭の掃除などの通常の家

事を世帯員以外の者に行わせ、そのサービス

の対価として支払った賃金及び料金。例：家

政婦、派出婦、お手伝いさんの給料・交通費・

定期代、ホームヘルパー・ハウスキーパー・

ベビーシッターの料金、移動入浴車使用料、

ハウスクリーニング、布団・毛布の洗濯乾燥

代 

 介護保険の限

度額を超える

生活支援サー

ビ ス の 利 用

額。介護保険

外のサービス

利用料。 

交

通・通

信 

●タク

シー代 
タクシー料金 タクシー利用料金 

（介護タクシーチケ

ット等を利用） 
福祉有償運送や過

疎地有償運送公共

（現：交通空白地有

償運送） 

保険適用外の

個人的な用事

又は介護タク

シーチケット

の上限を超え

るタクシー利

用料 
〇バス

代、電

車代 

 デイケア・デイサー

ビスの送迎バス代 
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〇自動

車等関

係費 

自動車、オートバイなどの輸送機器の購入金

額並びにその維持使用のために必要な商品

及びサービスに関する支出。 
例：ガソリン代、車検整備費、駐車場代、自

動車保険料 

  

そ の

他 の

消 費

支出  

●諸雑

費うち

理美容

サービ

スうち

理髪料 

 出張理美容サービス

料金（自治体による

補助チケットを利

用） 

 

●他の

諸雑費

うち訪

問 介

護・通

所サー

ビス等

費用 

介護サービスのうち、自宅で受けられるサー

ビスや施設に通って受けるサービスに対し

て支払う費用。デイケア・デイサービスでの

食事・送迎バス代は除く。 
例：訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪

問リハビリテーション、通所介護（デイサー

ビス）、通所リハビリテーション、短期入所

生活介護、短期入所療養介護 

訪問介護における生

活支援として実施さ

れる掃除、洗濯、調

理、買い物、通院等

乗降介助など 11 

利用上限を超

える、または

保険外のサー

ビス利用料 

11 通院等乗降介助については、移送費（タクシー代）は全額自費（市町村によってはタクシー補助券の利

用が可能）プラス介助費（介護保険適用、利用者一部負担）の負担が必要である。全消の定義（デイケア・

デイサービスの送迎バス代は除く）の並びでは、上記費用のうち移送費は「交通・通信」のうち「タクシ

ー代」、介助費は「他の消費支出」うち「訪問介護・通所サービス費用」に分けて計上されると考えられる

が、全消の収支項目分類表において明確な説明がなく、計上の実態は不明である。 
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表３ サンプルの基本属性 

 
（出所）総務省「平成 26 年度全国消費実態調査」に基づき筆者作成。 
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表４ 単身世帯 

認定あり 認定なし

差
(認定あり
－認定な

し）

認定あり 認定なし

差
(認定あり
－認定な

し）

認定あり 認定なし

差
(認定あり
－認定な

し）
251 2,642 - 49 587 - 202 2,055 -

消費支出 147,930 153,048 △ 5118 137,440 155,922 △ 18482 150,474 152,227 △ 1753
食料（調食・外食以外） 23,778 27,845 △ 4066 22,664 26,205 △ 3541 24,048 28,313 △ 4265
調理食品 4,777 4,820 △ 42 6,333 6,216 116 4,400 4,421 △ 21
外食 4,713 6,617 △ 1904 4,783 10,620 △ 5837 4,697 5,474 △ 777
　うち配食 1,157 213 944 1,530 457 1073 1,066 143 923

家事代行料 474 256 218 765 400 365 403 215 188
タクシー代 1,820 641 1179 1,772 522 1251 1,831 675 1156
自動車関係費 2,127 7,667 △ 5540 5,682 12,157 △ 6475 1,264 6,384 △ 5120

食料（調食・外食以外） 20.6 21.5 △ 0.8 18.0 20.1 △ 2.1 21.3 21.9 △ 0.6
調理食品 4.0 3.7 0.3 5.4 4.7 0.6 3.7 3.4 0.3
外食 3.4 3.9 △ 0.5 3.2 5.5 △ 2.3 3.4 3.4 0.0
　うち配食 1.0 0.2 0.9 1.1 0.3 0.7 1.0 0.1 0.9

家事代行料 0.3 0.1 0.2 0.3 0.2 0.1 0.3 0.1 0.2
タクシー代 1.3 0.4 1.0 1.0 0.2 0.8 1.4 0.4 1.0
自動車関係費 1.4 4.3 △ 2.9 3.6 7.2 △ 3.7 0.9 3.4 △ 2.5

食料（調食・外食以外） 23,778 27,855 △ 4077 22,664 26,250 △ 3585 24,048 28,313 △ 4265
調理食品 4,816 4,858 △ 43 6,333 6,238 95 4,444 4,462 △ 18
外食 6,573 8,185 △ 1612 6,696 13,671 △ 6975 6,543 6,696 △ 153
　うち配食 7,847 9,371 △ 1524 7,497 9,929 △ 2433 7,977 8,915 △ 937

家事代行料 4,403 7,952 △ 3549 n.a. 14,685 n.a. 4,070 6,391 △ 2321
タクシー代 4,350 2,577 1773 6,204 3,124 3080 4,064 2,481 1584
自動車関係費 7,414 13,798 △ 6384 10,312 16,481 △ 6169 5,675 12,676 △ 7001

食料（調食・外食以外） 251 2,641 - 49 586 - 202 2,055 -
調理食品 249 2,621 - 49 585 - 200 2,036 -
外食 180 2,136 - 35 456 - 145 1,680 -
　うち配食 37 60 - 10 27 - 27 33 -

家事代行料 27 85 - n.a. 16 - 20 69 -
タクシー代 105 657 - 14 98 - 91 559 -
自動車関係費 72 1,468 - 27 433 - 45 1,035 -

食料（調食・外食以外） 100.0 100.0 0.0 100.0 99.8 0.2 100.0 100.0 0.0
調理食品 99.2 99.2 △ 0.0 100.0 99.7 0.3 99.0 99.1 △ 0.1
外食 71.7 80.8 △ 9.1 71.4 77.7 △ 6.3 71.8 81.8 △ 10.0
　うち配食 14.7 2.3 12.5 20.4 4.6 15.8 13.4 1.6 11.8

家事代行料 10.8 3.2 7.5 n.a. n.a. n.a. 9.9 3.4 6.5
タクシー代 41.8 24.9 17.0 28.6 16.7 11.9 45.0 27.2 17.8
自動車関係費 28.7 55.6 △ 26.9 55.1 73.8 △ 18.7 22.3 50.4 △ 28.1

（出所）総務省「平成26年度全国消費実態調査」二次利用に基づき筆者作成。
（注）n.a.は総務省のオンサイト利用規定に従い度数10未満のため表示不可のもの。
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